
 
様式第３（第７条関係） 

 

                   

廃止届出書 

                               令和●●年●●月●●日 

近畿財務局長 殿 

 

近畿経済産業局長 殿 

 

                     住所 ●●県●●市●● ●－●－● 

                         

                        ●●事務所 

氏名 経済 太郎 

 

（ID ●●●●●●●●●●●●   ） 

 

代理申請者住所 ●●県●●市●● ●－●－● 

 

代理申請者名  経済 花子        

 

認定に係る業務を廃止するので、中小企業等経営強化法第 34条の規定により、下記の 

とおり届け出ます。 

 

 

記 

 
１．廃止しようとする年月日           

令和 ●●年 ●●月 ●●日 
 
２．廃止の理由       

             認定支援機関である個人が死亡した為          
 
 
 
 
備考 
１ 届出者が法人である場合においては、住所及び氏名は、それぞれの法人の主たる事務所の所在地、名称及び 
 その代表者の氏名を記載すること。 
２ 用紙の大きさは、日本産業規格 A4 とすること。 
 

・主たる事務所の所在地が福井県の場合は「北陸財務局長 殿」

としてください。 

提出日 

代理申請者のご住所・氏名を記載してく

ださい。（必ず自筆してください） 

12 桁の認定 ID 番号 


